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 私の一文字「個」
副代表幹事

峰岸 真澄
リクルートホールディングス

取締役社長 兼 CEO

　会員の方が思いを込めて選んだ一字に、書家の岡西佑奈
さんが命を吹き込む「私の一文字」。今月は、峰岸真澄副代
表幹事にご登場いただきました。

峰岸　リクルートグループでは、「新しい価値の創造」「個の
尊重」「社会への貢献」の三つの価値観を大切にしており、
中でも「個の尊重」は、最もわれわれらしさを表す価値観で
す。英語では「BET ON PASSION」（個人の情熱に賭ける）
と意訳していますが、全ての事業は個人のアイデアから始
まり、そのアイデアの前提となるのが情熱です。そういう
思いから「私の一文字」を選びました。
岡西　漢字には神事に関するものが多く、「個」もその一つ
です。「古」は、祖先の頭蓋骨に祈る様子。くにがまえは外と
の隔てを表し、一人ひとりを意味する漢字が生まれました。
ところで、リクルートへの入社を志す人は、３年で起業を
目指す人とか、個性的な方が多い印象があります。
峰岸　確かに私自身、中学のころから「青年実業家になる」
と言い続け、「それにはまず、リクルートで一番を目指そう」
という気持ちで入社しました。でも、そういう人は他企業
にもいます。それよりも、独特な企業風土の中、「個」の情
熱がつぶされずに育まれていく面が大きいと思います。
岡西　「個」を育むための具体的な取り組みを教えてくださ
い。
峰岸　新人研修を終えて職場に配属されたとき、隣の先輩
に「これ、どうしたらいいんですか」と聞きますよね。その

ときから始まります。先輩は「あなたは、どうしたい？」と
返します。自らのスタンスを明確にした上で相談すること
を若いときから叩き込むわけです。自分の考えだけで動く
と失敗もあります。でも経営陣以外のレイヤーにおいては、
高が知れています。逆に、小さな舞台での失敗が大舞台で
役に立つ。私自身、こうして目の前の仕事に夢中になるう
ちに、起業せずに30年が過ぎていました。
岡西　中古車情報誌の『カーセンサー』時代、峰岸さんは
モーレツ営業でならし、土・日曜にはディーラーで電話番
をしていたというエピソードもあります。
峰岸　どの車に何件問い合わせがあり、何台売れたかが分
かりますから。自分でデータを作るわけです。その後、結
婚情報誌の創刊や、「紙」から「ネット」メディアへの転換に挑
みましたが、いずれも本質は「個人と企業とのマッチング」
を高めること。新ビジネスを生むのは、いつの時代も若い
人たち。これからも彼らの情熱に賭け続けます。
岡西　最後になりましたが、経済同友会での今後の取り組
みについてお聞かせください。
峰岸　昨年から初等・中等教育に関し議論する教育改革委
員会の委員長を務めています＊。彼らは10年後、15年後に
ビジネスの世界に入ってきます。オンライン化や個々の学
習進度に合わせた教育など、方向性は見えているのです
が、なかなか前に進まないのが現状です。そのボトルネッ
クは何かを考え、解決策を提言していきたいと思います。

全ての事業は、個人の情熱から誕生

書家
岡西 佑奈
1985年３月生まれ。23歳で書家として活動を始め、
国内外受賞歴多数。

＊関連記事12ページにあります。
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カスタマーペインカスタマーペインにに向向きき合合うう
プロダクト・組織プロダクト・組織づくりづくり

特集　ノミネートメンバー講演会始動

2019年度から本格始動した「ノミネートメンバー」の第１回講演会が７月８日に開催された。
第１期ノミネートメンバーとして活動している６人の中から、初回は日本のフィンテックの牽

けん

引
いん
者として知られるマネーフォワード取締役社長CEOの辻庸介氏が「カスタマーペインに向き合

うプロダクト・組織づくり」をテーマに、約100人の参加者に向け、知見を披露した。その後、参加
者と活発な意見交換を行った。講演会はシリーズ化を予定しており、新しいビジネスモデル創生
のヒントやベンチャー経営者の社会的課題について、メンバー各人が講演する。

私は2001年に京都大学農学部を卒業後、出井伸之氏の「イ
ンターネットは隕石だ。既存の産業社会のすべてを変える」
という言葉に感銘を受け、ソニーに入社した。３年ほど経
理部で働いた後、インターネットビジネスに携わりたいと
願い、松本大氏がソニーと共同出資して立ち上げたマネッ
クス証券へ出向させてもらった。50人ほどのベンチャー企
業が1,000人ぐらいの規模になるまで９年ほどお世話になり、
2012年に起業してマネーフォワードを設立した。家賃10万
5,000円の高田馬場のワンルームマンションからチャレンジ
はスタートした。

ネットなど新しいテクノロジーを使えば
お金は人生の可能性を広げるツールになる

起業に際して「お金を前へ。人生をもっと前へ。」という
ミッションを掲げたが、それはマネックス証券時代に、「お
金」で失敗をした方をたくさん見た苦い思いからだ。

ネット証券なので直接の勧誘行為はできないが、データ
ベースを通してFXで退職金の大半を損した方などを知り、

「自分たちがやっていることは正しいことなのか」と悩んだ。
そして「日本では、金融について学校でほとんど教えない
し、お金の話はタブーという文化がある。でも、インター
ネットなどの新しいテクノロジーを使えば、お金は人生の
可能性を広げるツールになるはずだ」と思った。

ちょうどフェイスブックが台頭している頃で、「フェイス
ブックの“お金”版のようなサービスがあれば、世の中は
もっと良くなるのでは」と考えた。お金をポジティブに使
うことで、個人や企業の未来がよりポジティブになる。金
融リテラシーや将来に対する漠然としたお金への不安を、

「見える化」と「自動化」で解決するサービスを作りたかった。

辻 庸介（つじ ようすけ）

マネーフォワード 取締役社長CEO
経済同友会
2020年度科学技術・イノベーション委員会
2019年度デジタルエコノミー委員会
各副委員長
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われわれはフィンテックと呼ばれる業界で、現在四つの
事業で約30のサービスを展開している。

そのうち売り上げの６割近くを占めるのが「マネーフォ
ワードBusiness」で、バックオフィス向けのクラウドサー
ビスを提供している。経理や人事労務における面倒な作業
を効率化する事業者向けソフトウエアを提供するSaaS

（Software as a Service）型サービスプラットフォームだ。
そして、もう一つの柱が「マネーフォワードHome」とい

う個人向けサービス。スマートフォンアプリの家計簿で、
「マネーフォワードME」というサービスが中心だ。これは、
利用中の銀行・クレジットカード・証券会社・FX・年金な
どの口座を自動でまとめ、家計簿を自動作成するもので、
自分のお金の流れや資産の現状を把握することで、お金の
不安をなくすサポートをする。現在、約1,000万人の個人ユー
ザーと全国4,000以上の会計事務所、100近くの商工会議所、
金融機関35社に対してサービスを提供している。

ユーザーの不安を解消するサービスなど
失敗を通して三つの重要な指針を発見

創業以来、毎年さまざまなサービスを作ってきたが、失
敗作も多い。こうした失敗を通して三つの重要な指針を見
つけた。

一つ目は「カスタマーペインの解消」。すなわち、ユー
ザーの不安を解消するサービスならば絶対に受け入れられ
る。二つ目は「アメーバ型の組織作り」。ソフトウエアを
作る際、ピラミッド型の組織だとスピードが出ない。合言
葉は「スモールチーム」と「権限委譲」。最後に、そうした組
織デザインを支える「企業文化の醸成」だ。

起業して最初に作ったサービスは「マネーブック」である。
これは、どうやって株を買ったらいいのか、どうやって飲

食費を抑えたらいいのか分からない人が、うまくやってい
る人を見て学べるというもので、「皆、他人の財布の中は見
たいはずだ」という仮説の下に立ったサービスだった。

ところが、このサービスはユーザーがたった20人という
大失敗に終わった。そのときに学んだのは、「サービス作り
は、とかく提供者目線になりがち」ということだ。新規事
業に際して最初に立てる仮説は、たいてい間違うものだと
私は思っている。だから今は、10㎞先のゴールを目指すの
にも500ｍずつ立ち止まり、その都度、方向が合っている
か確認するようにしている。

もう一つ大切なのは、コアユーザーの行動だけを見るこ
とである。例えば、大企業で役員に対して新規事業のプレ
ゼンテーションを行う際、新規事業の成功体験がない役員
が判断をするというのは、かなり危険だ。サービス作りで
は多くの人の主観が入りやすいが、皆の意見を入れると結
果的に“とげ”のないサービスになってしまい、失敗に終わ
る。１人のユーザーにターゲットを絞るのも有効だ。例え
ば、30代の男性で、子どもが２人いて、年収は600万円ぐら
いのユーザーをターゲットと決める。仮にそのユーザーを
山田さんとすると、山田さんだけを見てサービスを作るの
である。そうすると、開発チームの方向が一つにまとまる。

続いて、意思決定のスピードが上がり、個々のメンバー
が活躍しやすい組織をいかにして作るか、われわれの人事
戦略について説明したい。

現在、新卒エンジニアの半数近くが外国人で、採用に関
しては、３から４割が社員からの紹介だ。ヘッドハンティ
ングに比べて採用コストが抑えられるし、何より優秀な社
員からの紹介者は、間違いなく優秀である。

そして「チャレンジシステム」という異動公募制度を適
用している。これは上長に内緒で応募でき、合格したら初
めて上長に連絡がいくというもので、ソニーで使われてい
た制度だ。私自身、ソニー時代にマネックス証券へ出向で
きたおかげで、今の自分があると思っている。ベンチャー
業界は人材の流動性が速い。優秀なエンジニアの成長曲線
を上げ続け、人材の流出を防ぐためには、彼らに成長の機
会を用意する必要がある。

ベンチャー業界において優秀な若手は起業志向が強い。
私自身がそうなので、起業はダメとは言えない。なぜ、優
秀な人が起業するのかと考えると、企業がその人の成長カー
ブに合わせて、適時チャレンジングな機会を与えていない、
という面も大きい。インターネットで情報を仕入れ、知識
として体系化することで、昔なら体験しなければ分からな
かったことが、経験の浅い若手でも実践できる時代だ。だ
から常に、優秀な若手を抜

ばってき

擢してグループ会社の社長など
に就かせている。
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今後講演予定のノミネートメンバー

事業推進で最も大切なのは企業文化
コロナ禍でも社員が自発的に動いた

これまで述べてきたような組織やサービスを作る際には、
企業文化というものが最も大切だ。マネーフォワードでは、

「ミッション・ビジョン・バリュー」というカルチャーがその
最上位にある。

ミッションは「お金を前へ。人生をもっと前へ。」。ビジョ
ンは「すべての人の、『お金のプラットフォーム』になる。」。
行動指針となるバリューは三つあり、「ユーザーフォーカス

（常にユーザーを見つめ続け、本質的な課題を理解する）」、
「テクノロジー・ドリブン（テクノロジーこそが世界を大き
く変える）」、「フェアネス（ユーザー、社員、株主、社会など
全てのステークホルダーに対してフェアでいよう）」。そし
て四半期に一回、会社のミッションを最も体現した社員を
表彰している。

今回、新型コロナウイルスで大変だったときも、有志が
自らプロジェクトを立ち上げ、自治体・国の補助金が一覧
できるまとめサイトを週末に作り上げ、３日間で６万件以
上のアクセスを集めた。こうした企業文化を通して、社員
に自発的な動きが生じていることが何よりうれしい。

最後に、経済同友会の活動への期待について述べたい。
今回のコロナ禍で痛感したのは、日本はデジタライゼー

ションを真剣に推進しなければならない、ということだ。
給付金ですら必要とする人に迅速に届けられない現実を見
て、これは本当に変えないといけないと思った。

まずは、ペーパーレス、ハンコレスに向けた私案を経済
同友会のデジタルエコノミー委員会正副委員長会議で披露
させていただいたが、こうしたデジタライゼーションは、
IT業界だけの力では無理であり、ぜひとも経済同友会全体
で実現していきたい。また、SNSなど情報発信をもう少し
オープンにして、政府に対する提言や発言力のアップを図
るべきではないかとも思っている。

【主な質疑応答】

Ｑ御社の場合、お客さまのペインから始めるというこ
とで、圧倒的にマーケットインに傾いている印象を

受ける。マーケットインは失敗が少ない半面、プロダクト
アウトに比べると大きなホームランが出にくいと思う。あ
る意味で日本企業の大きな課題ではないかと思うが。

Ａご指摘の通り、われわれの課題はプロダクトアウト
に弱いところだ。プロダクトアウトには、イノベー

ションを起こすような技術力が必要であり、そのために1
年半前に「マネーフォワードラボ」を立ち上げ、産学共同で
OCR（光学文字認識）の研究に取り組んでいる。

Ｑ辻さんのこれまでの体験を踏まえて、ベンチャー企
業が大企業のパートナーとしてビジネスモデル作り

をコラボレーションしていく際、相手がどのような組織だ
と成功しやすいか、また逆に失敗しやすいか。

Ａうまくいくパターンは、提携の際、相手企業の担当
者から「お客さま」あるいは「ユーザー」という単語が

頻繁に出てくる場合だ。モノづくりにあたって、ユーザー
さんが満足するものを作ろう、お客さまは今どういうとこ
ろで悩んでいるのだろうか、という視点に立っているから
だ。逆に「上司が」とか「会社が」といった主語が出てくる
会社は、自社内にばかり目が向いていて、提携がうまくい
かないことが多い。

経済同友会の理念に共感していただける若手経営者や
起業家などの中から、特定の個人に対して｢ノミネートメ
ンバー｣と称して参加を依頼する制度。参加メンバーは
本人の得意分野・関心分野に応じて委員会の副委員長に
就任し、正会員と共に政策提言や実践活勤などを行う。
2年間の活動終了後は正会員として入会できる仕組みだ。

ノミネートメンバー制度

（五十音順・敬称略。副委員長職は７月17日現在）

秋好 陽介（あきよし ようすけ）

ランサーズ 取締役社長 CEO
2019年度規制･制度改革委員会 副委員長

大山 晃弘（おおやま あきひろ）

アイリスオーヤマ 取締役社長
2019・2020年度負担増世代が考える社会保障
改革委員会／2020年度グローバル競争下の人
材戦略と労働市場改革委員会 各副委員長

出雲 充（いずも みつる）

ユーグレナ 取締役社長
2019年度アジア委員会／環境・資源エネルギー
委員会 各副委員長

伊佐山 元（いさやま げん）

WiL 共同創業者兼CEO
2019年度教育問題委員会／2020年度教育改
革委員会 各副委員長

佐々木 紀彦（ささき のりひこ）

NewsPicks Studios 取締役社長 CEO
2019・2020年度政治改革委員会／2020年度
日本の明日を考える研究会 各副委員長
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物流は経済・社会を支える重要なインフラだが、トラックドラ
イバーの不足が顕在化している。このまま何も手を打たな
ければ、わが国の経済・社会に大きな悪影響を及ぼす恐
れがある。豊かで、安心安全を満たした持続可能な社会

を実現するためには欠かせない「持続可能な物流」の実
現を目指した施策について、山内雅喜委員長が語った。

委員長メッセージ

国家戦略として
規制・制度改革を進め
物流クライシスから脱  却を
物流改革を

通じた成長戦略PT
（2019年度）

委員長
山内 雅喜

企業間商取引でもＥコマースが増え
物流クライシスが深刻に

「物流クライシス」は、Eコマースが盛
んになり、ドライバーが足りず、家庭
に届くラストワンマイルの「宅配クラ
イシス」として２年ほど前から問題にな
りました。その後はBtoBも含めた物流
全体で、人手不足や環境変化よる物流
危機が叫ばれています。

デジタル化の進展によって、今後は
BtoBでもEコマースが増えると予想さ
れ、少量多頻度の輸送がさらに増加す
ると考えられます。生産労働人口が減
少を続け、2028年にはドライバーが約
28万人不足すると試算されています。
このままでは物流という重要なインフ
ラが機能を維持できなくなる恐れがあ
り、わが国の持続的な経済成長が実現
できなくなる恐れがあります。

営業用トラックの生産性向上と
自家用トラックの規制緩和を

提言では、物流クライシス脱却のた
めの施策を、三つの視点から取り上げ
ました。一つ目は「限られた資源の有

効活用と生産性向上」についてです。
具体的施策の一つが「既存の営業用ト
ラックの生産性向上」。トラックの積載
率は現在40％ほどです。荷物の大きさ
や形がさまざまで、混載すると荷室に
隙間ができるからです。積載率上昇に
は、パレットや段ボールの規格の標準
化が求められます。また、例えば食品
と香料を一緒に積むと食品に匂いが付
くため、混載が可能な製品の品質基準
も設ける必要があります。

これまで「翌日納品」や「納品時の都
度検品」などの商慣行が当たり前でした。
必ずしも翌日納品を必要としない荷物
であれば、翌々日納品にすることで業
務効率が向上するはずです。また、納
品時の都度検品作業は非効率を招いて
おり、デジタル技術を活用するなどし
て検品レスにすればトラックの実働率
が上がります。

もう一つの施策が、「自家用トラック
にかかわる規制改革」です。運送用ト
ラックには有償で輸送する営業用トラッ
ク（緑ナンバー）と、自社の貨物のみを輸
送する自家用トラック（白ナンバー）があ
ります。道路運送法で自家用トラック

の有償運送は原則禁止ですが、その余
裕時間を有効活用できれば、輸送機能
の維持に役立ちます。

安全担保は最重要課題で、営業用ト
ラックは安全を担保するための法令遵
守に取り組んでいますが、自家用トラッ
クは規制の適用外です。そこで、安全
の担保や法令遵守の条件を決め、運送
事業者が管理する形で自家用トラック
による有償運送を認めることにするべ
きでしょう。運行可能な日・時間の申請
や安全のための運行情報などはデジタ
ルの活用も必要です。

女性、外国人ドライバーの活用
物流デジタル化・標準化団体設立を

二つ目の視点が「新たな労働力の確
保」で、女性と外国人の活用を提言して
います。大型自動車免許を持つ女性は
約15万人ですが、ドライバーとしては
２万人程度しか就業していません。労
働時間が長く重労働を伴うことや、長
距離の場合、日帰りできないことなど
が敬遠される理由と考えられます。こ
れらの改善が重要ですが、加えて、女
性が運転しやすいトラックを開発する

（インタビューは６月30日に実施）
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山内 雅喜 委員長
ヤマトホールディングス  取締役会長

1961年生まれ。84年ヤマト運輸入社、2005年
執行役員東京支社長、執行役員人事総務部
長、07年ヤマトホールディングス執行役員人
事戦略担当、経営戦略担当、08年ヤマトロジ
スティクス代表取締役社長兼社長執行役員、
11年ヤマト運輸代表取締役社長兼社長執行
役員、15年ヤマトホールディングス代表取締
役社長兼社長執行役員を経て、19年より現
職。2013年経済同友会入会。15年度より幹事。
19年度物流改革を通じた成長戦略PT委員長。

委員長メッセージ

国家戦略として
規制・制度改革を進め
物流クライシスから脱  却を

ことも重要だと考えます。
外国人ドライバーについては、在留

資格が付与されません。新たな在留資
格である「特定技能」の適用業種とし
て認めるべきであり、必要な技能を身
に付けてもらうため「標準的な教育項
目」を策定することが欠かせません。

三つ目の視点は、これらを「実現す
るための組織形成・人材育成」です。
国家戦略として捉え、物流のデジタル
化と標準化を実現するための組織と法
律が必要です。物流業界だけでなく荷
主などの関連業界も含めて連携・推進
するためには、国がイニシアチブを取
り「物流デジタル化・標準化団体」を設
立する必要があります。デジタルを活
用して、物流に大きな変革を起こして
いける人材も必要です。そのような「デ
ジタル物流人材」育成のため、大学に
講座を設置することなども検討すべき
です。

本PTではこれらの施策の実現に向け
て本年度から関係各所へ働き掛けてい
く予定です。会員の皆さまにも国民へ
の持続可能な物流施策の啓蒙と理解を
促していただきたいと考えます。 詳しくはコチラ

＊ 労働時間、労働環境、待遇などを適正化し、「働きがいのある人間らしい仕事」を意味する。1999年のILO（国際労働機関）総会で提唱された

提言概要（６月10日発表）

物流クライシスからの脱却
～持続可能な物流の実現～

 Ⅰ　三つの視点と四つの施策

 Ⅱ　提言のポイント

物流は経済・社会を支える基盤となる大変
重要なインフラだが、トラックドライバー不
足により、急な輸送需要の増加のみならず、
平常時から供給を満たせない状況になりつつ
ある。このまま何も手を打たなければ、2027
年に24万人、2028年に28万人ものドラ
イバーが不足するという調査結果もあり、特
に、経済活動に直接影響を与えるBtoBの物
流が滞ると、わが国の経済・社会に大きな悪
影響を及ぼす。

豊かで、安心・安全を満たした「持続可能な
社会」をつくるためには、その基盤となる「持
続可能な物流」を実現しなければならない。
今回、2018年度の本会提言の中から、実現
を目指す優先課題を絞り、より具体的に解決
策を深耕し、提言として取りまとめた。今
後、本提言をツールとして活用し、政党への
説明や規制改革ホットラインへの提出など関
係各所へ働き掛ける予定である。

１．自家用トラックによる有償運送の規制緩和
・ ①公平性の観点から輸送量が本業の輸送量

を超過しない場合、②安全性の観点から実
運送事業者の管理下において自家用トラッ
クを活用する場合、③重大な事故の発生可
能性が予見された場合・発生してしまった
場合には国土交通省が監査を行うこと。

・ スマートフォンやPCを活用し、空いてい
る日・時間をタイムリーに選択し、柔軟に
有償運送申請できるようにする。安全面や
働き方の健全さを確認する仕組み（画面）を
導入し、運送事業者が有する情報（年齢や
運転歴など）を活用し、One to Oneの安全
管理を行う、など。

２． 外国人トラックドライバーの解禁
・ 特定技能の対象15カ国中、母国のルール

が日本と同じ「左側通行・右ハンドル」である

国は８カ国しかないため「トラック車両の
運転技術に関する教育」を行う。

・ 技能実習制度で問題化しているように、外
国人を安価な労働力として使うのではなく、
日本人と同様の処遇（賃金水準、評価、昇進
など）を行い、共生する環境を整備する、
など。

３． 物流デジタル化・標準化団体の設立
・ 物流改革は荷主にも関連するなど社会的な

影響範囲が大きい。国家戦略として捉え、
省庁横断的な観点から内閣官房・内閣府を
中心に、国交省、経産省、農水省や業界団
体などから専門的知識を持った者が集まり、
実現可能性を高める体制を構築する。「産業
標準化法」に基づく日本産業規格などを参
考にして、物流標準化に必要な法律を制定
する。

視点１　限られた資源の有効活用と生産性向上
（1）既存の営業用トラックの生産性向上
① 共同配送実現のためハードとソフトを標準

化する。
② 翌々日納品・検品レスを標準的な商慣行に

する。
③ 共同配送や翌々日納品・検品レスを実現す

るため、デジタル化のさらなる推進とデー
タの仕様を標準化する。

（2）自家用トラックの活用にかかわる規制改革
① 安全の担保・法令遵守にかかわる条件統一、

安全面や品質面を置き去りにした過度な運
賃の値下げに関する懸念を払拭する。

② デジタルを活用した有償運送許可申請、安
全管理を行う。

視点2　新たな労働力の確保
（3）大型免許を有する女性と外国人ドライバーの活用
① 女性の声を取り入れ、女性が運転しやすい

トラックの標準形を示す。
② 外国人ドライバーを「特定技能」の対象とし

て認める。そのための標準的な教育項目を
策定する。

視点３　実現のための組織形成・人材育成
（4） 国家戦略としての機関設立・人材育成
①物流デジタル化・標準化団体の設立
② デジタル物流人材育成のために産官学が連

携する。

（土台・前提）踏まえるべき三つのポイント
　●物流を国家戦略として捉える
　●環境への配慮
　●ディーセント・ワーク＊の実現
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報告書概要 （７月７日発表）

多様な人材の活躍に向けた現状認識と課題
～兼業・副業の促進と特定技能制度の定着などを中心に～

労働市場改革委員会は、2019年１月に提言『持続的成長に資する労働市場改革―ハイブ
リッド型雇用と外国人材の活躍推進に向けて舵をきる―』を公表した。本提言を踏まえて、
2019年度は兼業・副業の促進と特定技能制度のあり方に着目し、活動を行った。構造的
に労働力が不足する中で、企業が外部から兼業・副業で働く人を受け入れたり、外国人労
働力を活用したりするニーズは今後ますます高まっていくと予想される。本報告書は兼業・

副業の促進と特定技能制度のあり方について、現状認識や課題を整理したものである。

労働市場改革
委員会

（2019年度）

委員長
木川 眞

１．現状認識と課題
（１）兼業・副業の広がり

わが国では副業を希望している者、本業雇用、副業雇用
による副業者数もともに増加傾向にあり、多様な働き方の
一つとして個人の兼業・副業に対するニーズは高まってい
る。

兼業・副業を容認する企業も増加傾向にある。その一方、
外部から兼業・副業として働く人を受け入れる動きは広がっ
ていない。
（２）兼業・副業の意義

企業でも兼業・副業の意義が認識されるようになってい
るが、兼業・副業を認める主な理由は、「人材育成・スキル
の向上につながる」、「優秀な人材の流出防止」である。
（３）兼業・副業の課題

兼業・副業を認めておらず、検討もしていない企業も一
定数存在するが、この背景には労働時間管理に関する懸念

が大きいと考えられる。したがって、労働時間通算のあり
方について企業にとって分かりやすく合理的なルールを政
府が整備することが望まれる。
２．望ましい兼業・副業のあり方とは

今後広がっていくことが期待される望ましい兼業・副業
のあり方について考察する。
●方向性

本会で推進すべきと考える兼業・副業は、個人の自己実
現や社会貢献を主目的としながら、雇用企業の人材育成、イ
ノベーション創出、個人の収入の増加にもつながる兼業・
副業である。個人の自己実現や社会貢献を主目的とする兼
業・副業は、自律した個人が自己責任の下で自由に行うべ
きものである。したがって、基本的にはこうした兼業・副
業を行うにあたっては、健康管理や労働時間管理は自己責
任で行っていくことが求められる。

また、労働基準法の制約を受けず、自由度の高い非雇用

兼業・副業の促進Ⅰ

0 20 40 60 80 100

2016年（n＝130）

2017年（n＝136）

2018年（n＝162）

2019年（n＝168）
（％）

17.7 10.0 72.3

25.0 12.5 62.5

36.4 20.4 43.2

38.7 26.2 35.1

認めている 認めていないが、認めることを
検討している 認めておらず、検討もしていない

貴社では副業・兼業を認めていますか？

出典：経済同友会「ダイバーシティと働き方に関するアンケート調査結果(2019年）」
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１．現状認識と課題
（１）特定技能制度の概要
　特定技能制度とは、労働力不足を解消するため、改正出
入国管理法に基づき2019年４月に創設された在留資格であ
る。本制度は介護や農業など14分野があり、「相当程度の知
識または経験を必要とする」特定技能１号と、「熟練した技
能を要する」２号に分かれる。
（２）特定技能外国人の受け入れ状況
　特定技能制度の実施状況として特定技能外国人の受け入
れ人数を見ると、2020年３月末時点での人数は3,987人にと
どまっており、都道府県別の受け入れ人数は地域的に偏り
がある。
（３）特定技能制度への関心度
　特定技能制度の導入について、会員企業へのアンケート
調査（2019年）では、関心がない企業が大半を占め（72.4％）、
導入している企業はごくわずか（2.5％）である。ただし、非
製造業に比べて製造業では関心がある企業が多い。
（４）特定技能制度の課題
①特定技能制度と技能実習制度の接続
　現行の特定技能制度は技能実習制度の移行を前提とした
制度であるが、国際貢献を目的とする技能実習制度と、労
働力不足への対応策として創設された特定技能制度では目
的が異なる。したがって、両制度の本来の目的を踏まえ、
両制度は接続させず、それぞれ独立した制度として運用す
べきである。
②不透明な受け入れ職種の設定プロセス
　特定技能外国人の受け入れに関しては、労働需給の分析
に基づいて、クォータ（割当）制により、外国人材の送り出
し国と業種、地域ごとの受け入れ人数を毎年決定し、その
範囲内で外国人材の受け入れを行うべきである。しかしな

がら、実際の受け入れの根拠は不明確であり、国別の受け
入れ上限人数も明らかになっていない。
③不透明な試験制度と技能評価の欠如
　技能実習制度では、技能評価試験が必須となっているが、
特定技能制度ではCBT（Computer Based Testing）がベー
スとなり基本的には実技での技能評価試験は想定されてい
ない。送り出し国の対応が定まらない上、試験の実施を各
業界団体に委ねており、試験の遅れ、混乱も見られる。
④実効性を担保する体制や制度の不在
　技能実習制度では、管理監督機関として外国人技能実習
機構や監理団体が設置された上で、技能実習の計画も認定
制に基づいて実効性が担保され、監理団体や実習実施機関
の責任者への養成講習が義務付けられている。これに対し
て、特定技能制度にはこのような体制や仕組みがなく、技
能実習制度に比べて制度が不十分な印象がある。
２．今後の推進に向けて
　特定技能制度が導入されてから１年以上経過したが、現
時点では特定技能制度は想定通りに機能しているとはいえ
ない状態である。制度が実際にほとんど使われなければ、
その是非を判断できない。したがって、政府は特定技能制
度が想定通りに機能しない理由について深掘りし、対策を
講じた上で、同制度が本格的に運用されるよう努めるべき
である。
　また、新型コロナウイルス感染症の感染拡大を受け、技
能実習制度の問題が浮き彫りになっている。具体的には、
サービス業で技能実習生の解雇が進む一方、入国規制の影
響から介護や農業では人手不足となっており、人材のミス
マッチが生じている。こうした状況も踏まえ、今後は技能
実習制度と特定技能制度の位置付けについて再度整理した
上で、接続のあり方を再検討する必要がある。

型の兼業・副業のニーズが今後高まっていくことも予想さ
れる。加えて、どちらかが主・従という関係の副業から、複
数の業を並行して行う「複業」という働き方が今後広がっ
ていくのではないか。
●モデルケース

兼業・副業のモデルケースとしては、以下のようなパター
ンが考えられる。
ケース１：兼業・副業で得た知見を本業に活かして、本業
の事業に寄与するとともに、本人のスキルアップにつなげ

る。場合によっては、独立起業に発展することもある。
ケース２：人手不足の地方のNPOでの兼業・副業により、
人手不足解消に貢献しつつ、本業で培ったスキルを外部で
試し、キャリアアップへつなげる。
３．兼業・副業解禁企業の先進事例

兼業・副業の解禁企業の先進事例として、労働市場改革
委員会でヒアリングした新生銀行（2018年４月解禁）とコニ
カミノルタ（2017年12月解禁）の事例が挙げられる。

詳しくはコチラ

特定技能制度のあり方Ⅱ



2020 / 7  keizai doyu10

2017年4月に発足した憲法問題委員会は、「国のかたち」を示
す日本国憲法について、多岐にわたる論点を取り上げ、調
査・研究に取り組んできた。活動３年目となる2019年度は、
人権・個人の自由の保障という憲法の本質に着目し、イノ

ベーションと技術革新が進む時代に考察すべき論点を掘り
下げた。３年間の活動を総括し、大八木成男委員長が語った。

委員長メッセージ

憲法リテラシーを高め
デジタル化時代の自由と
人権に向き合う経済活動   を
憲法問題

委員会
（2019年度）

委員長
大八木 成男

（インタビューは７月３日に実施）

憲法の神髄は、人権、個人の自由・
尊厳の保障にある

本委員会では、多様な背景を持つ委
員が、憲法にかかわる論点について広
い視野から議論してきました。そして、
憲法の神髄は、人権、個人の自由・尊厳
の保障だという理解に至りました。

憲法というと９条に関心が向きがち
ですが、そもそも安全保障も、国民の
生活・権利・自由を守るためのものです。
憲法の本質は、基本的人権と自由を保
障すること、それを実現し得る国家の
ガバナンスを定めることです。それこ
そが「国のかたち」をつくるということ
なのです。

憲法が保障する個人の権利・自由と
新産業革命とのかかわり

デジタル化の進展に伴い、「資本主義
からデータ主義へ」と語られるほど、
今日ではデータが社会を動かす原動力
になっています。そうした中で、イノ
ベーションを促進するにも、個人の自
由や挑戦できる風土を保障することが
肝要です。ただ、イノベーションを起
こす側が、経済的自由と公共の福祉の

関係を理解していないと、気付かぬう
ちに個人の自由やプライバシー、平等
を脅かす危険性もあります。

高度成長期、企業活動の結果、公害
が起こりました。経済がバーチャル領
域に移行する中でも、自由の追求だけ
では、同様のことが起きかねません。

例えば、個人のウェブ閲覧・購買履歴
や位置情報が蓄積されると、そのデー
タによって、その人物像や行動をAIが
統計的に予測するプロファイリングが
可能になります。

また、さまざまなデータに基づき、AI
が個人の信用評価もできるようになり
ますから、そこから信用にかかわる格
付けがなされ、経済格差が固定化して
いく恐れもあります。

IoTデバイスやセンサーを使えば、個
人の行動履歴や生活習慣にかかわる
データを一元的に把握することができ
ます。これが国による個人の監視につ
ながる懸念もあります。

このように、新しい技術によって、
人々が大きな恩恵を受けられるはずが、
反対に個人の権利や自由が侵害される
リスクもあります。この点は、今後の
重要な課題となっていくでしょう。

立憲主義の視座に立って
緊急事態条項は必要

このたびのコロナ禍により、緊急事
態の下での個人の自由の制限という論
点がクローズアップされました。

国民は「健康で文化的な最低限度の
生活」を営む権利を保障されています。
そして、国は社会福祉、公衆衛生の増
進の義務を負い、同時に、経済的な向
上を図るべき立場にあります。今回の
ような事態を受け、どのような幅の中
で物事を選択するかが問われているの
だと思います。

緊急事態法制に関しては、従来から、
大災害や疫病の流行、戦争が起きたと
きに誰がものを決め、どう対処するか
が議論されていましたが、実質的には
何も決められていません。

緊急事態であっても法の支配の下で
対応すべきと考えるか、時の政治が判
断することを緊急事態だからやむなし
と認めるか、国民がどちらを選択する
かが問題です。立憲主義の考えに立て
ば、あらかじめ緊急事態法制を作り、
指揮系統を決めておくべきでしょう。

駒澤大学の西修名誉教授によると、
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大八木 成男 委員長
帝人 相談役

1947年東京都生まれ。71年慶應義塾大学
経済学部卒業後、帝人入社。専務取締役
CSO兼医薬医療事業グループ長兼帝人
ファーマ取締役社長などを経て、2008年
取締役社長、14年取締役会長、18年取締役
相談役。2005年11月経済同友会入会、11年
度より幹事、16〜19年度副代表幹事、14年
度欧州・ロシア委員会委員長、15年度社
会・経済・市場のあるべき姿を考えるPT委
員長。17年度から憲法問題委員会委員長。

委員長メッセージ

憲法リテラシーを高め
デジタル化時代の自由と
人権に向き合う経済活動   を

1990年以降に憲法を制定・改正した104
カ国中、憲法に緊急事態条項がない国
は一つもないとのことです。

企業統治の専門家である経営者は
国家のガバナンスの監視を

企業経営者にとっても、あらためて
憲法を見直す意義があると思います。
企業が社会から信用を得るには、一定
の規制の受け入れ、顧客や社員の自由
や権利の尊重、環境への配慮など、公
共の福祉に適う行動が必要です。デー
タ主義に従った自由な経済活動が、高
い価値を生み出す一方、一つ間違える
と基本的人権や個人の自由を侵害しか
ねないという意識や、経済的自由と公
共の福祉とのバランスを憲法から学ぶ
ことができると思います。

また、企業経営者はガバナンスの専
門家です。公正性、透明性、説明責任
など、コーポレートガバナンスの原則
の観点から国のガバナンスを監視し発
言していくべきです。

憲法は短いので30分もあれば全文を
読めます。国民の憲法リテラシーを高
めていく第一歩として、ぜひ一読をお
願いします。 詳しくはコチラ

報告書概要（６月５日発表）

「自由」を守る最高法規「日本国憲法」

提言のポイント

 Ⅰ 『自由の基礎法』としての日本国憲法

 Ⅱ  日本国憲法における「自由」

 Ⅲ AI・データ社会における「自由」「民主主義」への脅威

 Ⅳ  企業経営に関連する「自由」を考える

自由とは多義的な概念であり、西洋政治思
想史においては、それぞれの時代や社会状況
を反映し、多くの思想家によって継承されて
きた。

日本では、「天皇が臣民に与えた権利」とし
て、個人の権利や自由についての規定が設け
られた明治憲法を経て、第２次世界大戦後、
日本国憲法が制定された。

ここでは、西洋の政治思想を踏まえつつ、
個人の自由な意思決定と活動を保障する自由

権（国家からの自由）、社会的・経済的弱者が
人間的な生活を営めるよう、国家に配慮を求
める社会権（国家による自由）、国民主権の
原理に基づき、民主主義の根幹を成す参政権
が規定されている。

一方、個人が他者との共存の中で生きてい
かなければいけない以上、個人の自由を考え
る上でも、他人の自由との関係で制約が生じ
得る。日本国憲法は、この点を「公共の福
祉」による制約として定めている。

　デジタル化の進展に伴うアルゴリズムの複
雑化、AI、IoT、クラウドなどの情報技術革
新は、ビジネスの手法を大きく変化させつつ
ある。
　こうした新しいビジネスの展開には、憲法
上保障されている個人の自由やプライバシー、
平等への脅威となる可能性が潜んでいる。破
壊的イノベーションが個人の自由や社会、国
家に及ぼす影響を考えてみた。

① プロファイリングによる個人の自由、プラ
イバシーの侵害の可能性

　個人の生活や行動に関する大量のデータの
集積が、個人の特定や、その者の属性や行動、

生活習慣の推定を可能に⇒個人の自由やプラ
イバシーが侵害される恐れがある。
②スコアリングによる「身分社会」の到来？
　購入・決済履歴、SNSデータ、資産保有情
報などから、個人の信用力を評価することが
可能に⇒同評価に基づく取引での優遇、格差
の拡大・固定化など、平等主義に対する脅威
が起こり得る。
③センシングによる「超監視国家」の誕生
　国家がさまざまな個人データを一元的に管
理できるように⇒個人の生活や行動の監視、
特定の行動に対するインセンティブ付与によ
り、個人の主体的な決定を損なうことになり
かねない。

AI・データ社会の下で新規ビジネスが展開
される中で、イノベーションと経済活動への
規制のあり方が問われる。社会・経済環境の
変化を踏まえながら、「公共の福祉の確保」の
解釈、自由な経済活動への規制のあり方を考
えていく必要がある。

イノベーションの促進を実現するためには、
経済的自由権が十分に保障されなければなら

ず、規制は最小限にしなければならない。
その一方で、AI分析により、個人の趣味嗜

好や性格などを今まで以上に推測できるよう
になる中、企業経営者は、技術の進展に伴っ
て生じる倫理の問題を真

しん

摯
し

に考え、人間中心
の社会の構築につながる価値創造に挑むとと
もに、コンプライアンス体制の構築・運用に
努めるべきである。

憲法は、個人の権利・自由を保障するため
に、国家権力を制限することを目的とする法
規範であり、『自由の基礎法』と称される。

日本国憲法は、個人の尊厳を最大の価値と
位置付ける。そして、その個人の尊厳を保障
するために、「自由主義」、「平等主義」が憲法に
おいて具体化されている。

憲法が定める統治機構も、個人の尊厳を守

り、人権を保障するための国家のガバナンス
であり、「民主主義」や「平和主義」もそれに資
するものである。こうした諸原理の実現のた
めには、統治機構がその権力を濫用すること
なく、適切に作用する必要がある。そのため、
憲法が定める統治機構の根底には「法の支配」
と「権力分立」の原理が存在する。
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GIGAスクール構想や各種政府系会議において、教育のICT化への方
針は出そろってきている。一方で新型コロナウイルスの感染拡大によ
る休校という緊急事態に対し、実際にICT活用した遠隔教育や学習
支援の実行はごく一部の教育現場にとどまった。 第二波などによる
再休校の可能性もある中、方針と教育現場のギャップを埋めるため

に教育改革委員会では6月に緊急意見を発表。その内容および来年
の提言に向け、目指すべき教育の将来像を峰岸真澄委員長が語った。

委員長メッセージ

学びを止めないために
対面とICT学習を組み合  わせて

「教育のニュー・ノーマル」  化を
教育改革

委員会

委員長
峰岸 真澄

（インタビューは７月７日に実施）

コロナ禍の課題克服と同時に
「教育のニュー・ノーマル」構築を

教育現場でのICT環境の整備は遅れ
ていて、例えば教育用コンピューター
の整備状況は、2019年において全国平
均で児童生徒5.4人に１台に過ぎませ
ん。こうした状況で新型コロナウイル
スの感染が拡大し、休校を余儀なくさ
れてしまったため、ICTを活用した遠
隔教育や学習コンテンツを使用した学
習支援を行えた地域・学校はごく一
部。つまり、ほとんどの学校で子ども
の学びが止まるという緊急事態に陥っ
たのです。このことは、地域・ 学校間
の学習格差拡大にもつながります。　
　現在、学校はすでに再開しているも
のの、休校期間は、ほとんどの小・中学
校にとって大幅に学習機会が奪われた
期間だったのです。休校期間中の学習
の遅れを取り戻すためには、夏休みや
土日・休日で挽回せねばならない力技
を用いなければならない状態です。第
二波が来たら、休日はもう割り当てら
れず、児童生徒・教員双方にさらに負荷
が高まり、心身ともにストレスが続い
てしまいます。

これ以上、子どもの学びを止めない
ために、あらためて教育のICT化、オ
ンライン化の必要性が高まっており、

地域によっては試行錯誤を重ねながら
実践がなされてきました。第二波に備
えるという観点でも、また、将来を見
据えた教育の改革という観点でも、
ICTを活かした学びを本格的かつ恒常
的に運用し、対面授業との効果的な組
み合わせによるハイブリッドでの「教
育のニュー・ノーマル」を構築してい
くことが求められています。当委員会
ではこのような観点から、教育現場や
行政の現状も踏まえ、三つの意見を発
信しました。

遠隔教育の制度化は避けられない
三つの環境整備を早急に実現すべき

一つ目は遠隔教育の要件を見直し、
正規の授業として認めることです。例
えば、先生が教科書をベースにして動
画を撮影して配信する学校がごく一部
にはありました。しかし、そうしたも
のは正規授業として認められていませ
ん。つまりスタジオ型やオンデマンド
型授業は、現状、正規の「授業」として
位置付けられていません。政府の規制
改革推進会議でも、コロナ禍でこのよ
うな遠隔授業の正規授業化の提案がな
されていますが、具体化は遅れていま
す。児童生徒と直接対面し、同時双方
向性が確保されていることが必須とさ
れているためです。この要件を見直し、

遠隔教育を制度化すべきだと考えます。
二つ目の児童生徒１人に１台の端末

を持たせるという政策は、既にGIGA
スクール構想では予算化されています。
しかし、当委員会では１人１台に加え
て「持ち帰りができること」が重要だと
考えています。自宅に持ち帰って宿題
や予習をして、それを教員がオンライ
ンでチェックするということが、本当
の意味でのオンライン化の活用につな
がります。そのためには、家庭の通信
環境の整備も、同時に進めていかなけ
ればなりません。

３点目は、１点目に示した通り、現
制度では遠隔教育が正規授業と認めら
れていないため、遠隔教育で使われる
動画・学習コンテンツが著作権許諾不
要の対象なのかということについては
疑義が生じています。教員のみならず、
教育委員会が作成した学習教材やコン
テンツについても著作権許諾要件を緩
和し、自宅に配信される学習動画で学
べるようにする必要があります。

以上３点の早急な実現が教育のICT
化、オンライン化に不可欠と考えます。
遠隔教育を充実させるメリットは場所
と時間の制約から解放されて学習機会
が得られるという点にあります。その
結果として自然災害などの非常時にも
対応できるわけです。こうしたことを
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峰岸 真澄 委員長
リクルートホールディングス
取締役社長 兼 CEO

1964年千葉県生まれ。87年立教大学経
済 学 部 経 済 学 科 を 卒 業 後 、同 年 リ ク
ルート（当時）に入社。2003年同執行役
員、09年取締役を経て、12年取締役社長
兼CEOに就任。2009年経済同友会入会、
19年度より経済同友会副代表幹事・教
育問題委員会委員長に就任。20年度よ
り教育改革委員会委員長。

委員長メッセージ

学びを止めないために
対面とICT学習を組み合  わせて

「教育のニュー・ノーマル」  化を

考慮して、遠隔教育のメリットを活か
しつつ、社会性や人間性の涵

かんよう

養という
対面授業の良さとも組み合わせて、新
しい教育の姿を模索することこそが重
要です。

ICTの活用は脱画一化・
個人に合わせた教育の契機

ICTの活用が定着すれば、児童生徒
は自宅で、自分の習熟度や興味や関心
に合わせて学ぶことができるようにな
ります。これは画一的な学びから脱却
し、一人ひとりに合わせた学びによっ
て「しなやかな創造性」を育むという、
本質的な教育改革の目標にもつながる
ものです。教員も、校務の効率化が可
能となり、新しい教育を創造する時間
を確保しやすくなります。

ただし、その過程は、われわれ企業
がテクノロジーの進展に合わせて働き
方を変えていったように、教育現場で
も段階を踏んで進めるべきです。

例えば第一段階は、教員と保護者の
コミュニケーションを紙の連絡ではな
くオンライン化します。コストも下が
ります。

第二段階としては、家庭での宿題や
予習をオンライン化する。教師サイド
としては、ICTを活用すると学習進

しんちょく

捗が
データベースによって把握できるので

す。そして第三段階として、正規の授
業の一部をオンライン化・遠隔化す
る。この段階では、これまでのように
先生が一方向に一斉に教えるのではな
く、生徒の習熟度に合わせてオンライ
ンで学べるのです。たとえ休校となっ
ても自宅でできるし、チャットで相談
も可能になります。

最後の第四段階として、これらのツー
ルを組み合わせて活用する。児童生徒
がICTで習熟度別に学び、分からない
ところを個別に、対面またはオンライ
ンで教員に尋ねる、といった形です。
先生の生産性も圧倒的に向上します。
こうしたプロセスを経て最終的なゴー
ルを目指す上では、インフラや法律の

整備はもちろん、外側からICT化をサ
ポートする部隊や、ICT化の進行をモ
ニタリングできる可視化フレームも必
要でしょう。

この点で、われわれ企業や経済団体
がサポートできる部分もあろうかと思
います。当委員会では、何らかのロー
ルモデルを作りマインドセットをする、
あるいはICT化を目指すプラットフォー
ムを作りナレッジを共有する、といっ
たことを検討しています。ぜひ会員の
皆さまにも、積極的に関与していただ
きたいと考えています。

詳しくはコチラ

 意見の具体的内容

コロナ禍での学校休業による子どもの学習
格差が広がりつつあることを受け、各地の教
育委員会や学校にヒアリング調査を行ったと
ころ、小・中学校の現場では試行錯誤しなが
らICTを活用した遠隔教育での学びを積み上
げていたことが分かった。

今後、新型コロナウイルス感染症の第二波

や第三波が到来することを想定すると、対面
での学校教育に、ICTを活用した学習を組み
合わせた形を「教育のニュー・ノーマル」と
することが求められる。

再び子どもの学びを止めないために、遠隔
教育を推進する際のボトルネックを把握し、
具体的な処方箋を取りまとめた。

１. 遠隔授業の要件を見直し、正規の授業と
して認めるべき

・ 教員が配信側にしかいない「スタジオ型」遠
隔指導やコンテンツを活用した指導は「正
規の授業」として認められていない。

・ 教員と生徒が直接対面していなくとも授業
と同等の教育効果を有する場合には正式な授
業として認め、恒久的な制度化を図るべき。

・ 小・中学校の遠隔授業では、「同時双方向
性」が確保されていることが必須要件と
なっており、これを緩和すべき。

２. １人１台端末の早期実現および家庭への
持ち帰りを可能とする環境整備を

・ 新型コロナの第二波、第三波や冬季の再流
行を想定し、秋ごろまでに１人１台端末の
環境整備の目途を付けるべき。

・ 端末の持ち帰りを実現するために、Wi-Fi環
境のない家庭へのモバイルルーターの貸与
などにより、全ての家庭での通信環境を確
保すること。

・ 持ち帰り時に児童生徒を有害サイトから守
るためのセキュリティソフトの導入が必要
であり、政府と自治体はこれを十分に支援
すべき。

３. 小・中学校で使用するオンデマンド教材や
教育委員会が作成する動画・コンテンツは
著作権者の許諾を原則不要に

・ 小・中学校の「スタジオ型」、「オンデマン
ド型」遠隔授業は、病気療養児や不登校児
向けの「オンデマンド型」以外はそもそも想
定がされていないため、許諾が必要である
ともみなし得るが、これは許諾不要である
ことを明確にすべき。

・ 小・中学校の教員が作成する遠隔教育用配
信教材でも特例的に許諾不要とすべき。

・ 文化庁は文部科学省の遠隔授業についての
要件見直しと平

ひょうそく

仄を合わせ、恒久的に許諾
不要とすべき。

・ 文部科学省の通知では、「教育委員会が提供
するICT教材や動画を活用した学習が効果
的」とされているが、教育委員会が主体とな
り教材や学習動画を作成し、域内の児童生
徒に配信する場合は補償金制度の対象外と
なっており、矛盾が生じている。教育委員
会が作成した遠隔教育用の教材について、
今年度に限り無償・許諾不要とすべき。

意見概要（６月17日発表）

小・中学校の子供の学びを止めないために
～遠隔教育の推進に向けた意見～
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・ 新型コロナウイルス感染症の拡大によって打撃を受けた
日本経済の再生は、今後の最重要課題である。経済再生・
成長の牽

けん

引
いん

役である企業は、この危機をチャンスに変え
るべく、デジタル投資を積極的に行い、効率化・省力化
のみならず、破壊的な新事業創造、データ活用による価
値創造に挑戦し、DXを新たな成長の原動力とすべきで
ある。

・ その意味で、５月に成立した「改正国家戦略特区法（スー
パーシティ法）」の意義は大きい。「スーパーシティ」は、
データ連携基盤を軸に、AIやビッグデータを活用し、世

界最先端の都市づくりを目指すものである。大胆な規制
改革によって、交通、物流、金融、医療・介護、教育、
エネルギー、観光、農業などのさまざまな分野で、先進
技術を社会実装することが目指されている。

・ 地方自治体には、年内の選定に向け、これまでの常識や
発想にとらわれない大胆な構想の提案を期待する。企業
としても、構想力や技術力を発揮し、意欲ある地方自治
体と連携することで、住民視点に立った新事業創造の舞
台として、スーパーシティの枠組みを積極的に活用すべ
きである。

・ 新型コロナウイルス感染症対策の一環として、政府の要
請により、プラットフォーマー事業者や移動通信事業者
が、位置情報や検索履歴などに関する統計データを提供
した。このように、オープン化された行政保有データの
みならず、交通、通信、電力供給など企業保有データも、
公共財として活用すべきである。

・ それに加えて、スーパーシティ構想で目指しているように、
企業や業界の壁を越えたさまざまなデータ連携が進めば、
これまでにない新しいサービスの創造が可能になり、わ
れわれの生活の利便性は飛躍的に高まることになる。

【データ連携による価値創造（例）】
①�求貨求車情報の連携による物流の効率化、人手不
足緩和

②�各交通機関のデータ連携による最適経路・手段に
よる移動サービスの提供（＝MaaS：Mobility�as�
a�Service）

③�ライフイベントにかかわる諸手続き、支払い・受給・
決済のワンストップ化
④�効果的・効率的な医療・介護サービスの提供や、個
人のニーズに合わせたさまざまな健康関連サービ
スの提供

・ しかし、プライバシー保護に関する不安や、データ提供
のインセンティブやメリットが明らかでないなどさまざ
まな理由から、個人や企業はデータ提供に総じて消極的
であり、データ連携・活用は進んでいない。

・ 日本は、「信頼ある自由なデータ流通（DFFT：Data Free 

（６月26日発表）

コロナ危機を契機とした
デジタル変革の加速に向けて

企業のDXをウィズ／アフターコロナの新たな成長の原動力に
― 国家戦略特区「スーパーシティ」の積極的活用を

利用者視点と信頼に基づいたデータ連携の推進を
― 企業は社会のために自社保有データの積極的な提供を

Ⅰ

Ⅱ

今回のコロナ危機により、あらゆる分野でわが国のデジタル化の遅れが露呈した。一方、外
出・移動、接触の制限を余儀なくされる中で、われわれはデジタル技術がもたらす可能性
やその障害となる制度・慣行の存在など、さまざまな気付きを得ることができた。世界は
ウィズ／アフターコロナの「新しい普通（ニューノーマル）」への変革に向けて大きく動き
始めている。日本もコロナ前に逆戻りすることなく、デジタル変革（DX＊）を本格的に加速

させなければならない。こうした問題意識から、企業や政府が直ちに着手すべき点を中心に
意見を取りまとめた。

デジタル
エコノミー委員会

（2019年度）

委員長
程 近智

寺田 航平

＊Digital Transformation
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・ 日本のDX推進に向けて、政府のIT総合戦略本部を中
心に、民間人も参加するさまざまな会議体で戦略や施策
が検討されている。世界に比べて周回遅れと言われ続け
てきた日本のDXを加速させるためには、こうした既存
の政策形成プロセスの中で、具体的課題についてスピー
ド感を持って解決していけるよう、官民による検討の場
をより一層強化していくべきである。

・ 例えば、コロナ危機でテレワークを推進する中で問題と
なった「書面・対面原則」「押印原則」については、規制改
革推進会議が中心となり、政府と経済団体の意見交換の
場を設け、障害となっている行政手続や民民慣行の見直
しなどの動きが加速している。

・ DXやデータ連携などの課題についても、「官民データ活
用推進戦略会議」「官民データ活用推進基本計画実行委員
会」「オープンデータ官民ラウンドテーブル」などさまざ
まな会議体があるが、利害関係の調整を行っていく上
で、個人や企業が直面している問題点について、官と民
が率直に意見交換し、具体的な目標・期限の設定や効果
の定量化を行い、迅速に解決していくための機能強化を
図るべきである。

・ 「デジタル・ガバメント」構築の遅れは、コロナ危機への対
応で数々の問題を生じさせた。例えば、緊急経済対策の
一つである「特別定額給付金（１人10万円）」について、
オンライン申請手続を行う「マイナポータル」と、自治体
の情報システムが十分に連携されていないため、手作業
で申請内容を照合することに時間がかかるなど、デジタ
ル化で期待される効果とは逆行する状況に陥っている。

・ ウィズ／アフターコロナの社会において、危機に強いデ
ジタル・ガバメントを構築するためにも、行政のDX加
速が不可欠である。そのためには、戦略・施策などの具
体的推進を担う人材の獲得・拡充が急務である。

・ 主要国の政府や自治体では、日本とは桁違いのデジタル
人材を登用している。日本においても、競争力のある報
酬水準を確保する仕組みを導入し、人材獲得・拡充に努
めるべきである。その際、利用者視点を持つ多様な業界
のデジタル人材や、IT知識を持つ若手人材の登用が必要

である。先進的な自治体の例を見ても、政府や自治体が
スーパーシティなど魅力ある具体的構想を打ち出せば、
その実現に共感する有為な専門人材が集まるはずである。

・ 今回の危機で、マイナンバー制度の問題点があらためて
明らかになった。今後の給付の迅速化に向け、マイナン
バーと銀行口座を紐づけることも検討されているが、経
済社会やデジタル・ガバメントの重要なインフラとして、
マイナンバー制度の利活用拡大に向けた抜本的改革が必
要である。マイナンバー制度の利便性向上については、
まず以下を検討すべきである。
①�マイナポータルと自治体の情報システムの連携を加速さ
せるための支援強化
②�マイナンバーを「特定個人情報」と定義する規定の撤廃
（利活用しやすい番号への転換）
③�2021年3月から健康保険証として利用可能となるマイナ
ンバーカードと健康保険証とのワンカード化早期完了

Flow with Trust）」を提唱しており、個人情報保護法の
改正などデータ流通・利活用の法整備も行ってきた。今
後も、「信頼」に基づいたデータ流通・利活用促進のため
のルール整備をより一層推進すべきである。

（例）
　①�データ提供のインセンティブ設計（金銭的インセンティ
ブ、データ連携によるアウトカムの可視化など）

　②�デジタルガバナンス・コードの活用（データ提供に積
極的な企業が評価される仕組み）

　③�データオーナーシップの明確化（データの利用権限の
明確化）

・ プライバシーへの不安については、本年６月に成立した
改正個人情報保護法で、イノベーション促進の観点から
新たに創設された「仮名加工情報」を積極的に周知すると
ともに、一部において、国、地方自治体、企業で一部異
なる個人情報保護の取り扱いの一元化を行うべきである。

・ 企業としても、供給者の論理を優先するのではなく、利
用者視点に立ち、社会のために自社保有データを積極的
に提供すべきである。そのためには、自社保有データに
ついて競争領域と協調領域との区別を明確化し、協調領
域のデータは公共財として提供していくことが望ましい。

詳しくはコチラ

行政のDX加速で、危機に強い「デジタル・ガバメント」の早期実現を
― 人材獲得・拡充、マイナンバー制度の利便性向上と活用をⅢ

DX、データ連携推進に向けた具体的課題を解決する官民検討の強化をⅣ



紹介者

荒木 秀文
太陽工業
取締役社長
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昨今、コロナ終息後の私たちの生活やビジネス環境がどのようになるのかという話

題を多く見掛けます。終息後もコロナ感染拡大前の日常に戻ることはないと思います。

今まで“働き方改革”と言われても進
しんちょく

捗しなかった命題が、コロナ感染拡大で在宅勤務、

テレワークが一般化して、皮肉にも急激に改革が加速されたのは事実です。在宅勤務

ではweb上の会議進行で効率が上がったという声も聞きます。一方では、リモートうつ

などの問題も見つかりました。“働き方改革”から“働き甲斐改革”、そして自分の“生

き方改革”にいかに広げられるかが次の課題となるのでしょうか？　ワークライフバ

ランスを越えて、ワークインライフ、生活の中に仕事があると考えて、家庭や趣味の

中で、豊かな心の醸成と自己実現、その中で生産性の良い仕事の仕方の模索でしょう

か？　在宅勤務での管理の方法論はいろいろと言われていますが、仕事のやり方では

なく、最終的に効率、生産性を上げる目的においては、徹底した成果主義だけが人の

評価基準になっていくのでしょうか？　いろいろな課題がポストコロナ時代には残さ

れています。

ジュネーブ国際問題高等研究所のボールドウィン教授は著書の中で“あなたの仕事

は離れた所からでもできますか”という問いに、もしできるなら、その仕事はなくな

る危険性があると言っています。バーチャル移民／遠隔移民という存在に取って代わ

られるリスクがあるというのです。全ての業種にあてはまるとは思いませんが、AIや

コストの安い国の優秀な人に、遠くから代替できる仕事は、確かに置き換わる可能性

を秘めています。

個人的には、在宅勤務が有効であっても、実際に人に会い、擦り合わせ、空気を読

むコミュニケーション、時代遅れの飲み二ケーションがAIや遠隔移民より、自分の価

値を高めて優位に立つとも思いたい還暦世代であります。おっさんにも幸あれ！

家で奥様と些細なことで喧嘩にならないよう、早くワクチンや薬ができて、コロナ

もただの風邪だからという日が来ることが一番。熟年離婚からコロナ離婚にならない

ように、亭主元気で留守がいい！

経済同友会 つながる

▲ ▲ ▲

RELAY TALK #260

ポストコロナの環境変化

藤森 伸彦
藤森工業

取締役副会長

　   

▲ ▲

次 回リレートーク

　　渡邉 健太郎
　　エコラボ合同会社
　　代表執行役員社長
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しゅう

平
ひらやま

山　泰
やすゆき

行 山
やまもと

本　辰
たつさぶろう

三郎 清
し

水
みず

　弘
ひろし

所　属：トッパン・フォームズ
役　職：相談役

所　属：元・りそな銀行
役　職：元・取締役副社長兼執行役員

所　属：第一生命ホールディングス
役　職：常務執行役員

所　属：アーサー・D・リトル・ジャパン
役　職：シニア・アドバイザー

酒
さか

井
い

　弘
ひろゆき

行 土
ど い

居　征
ゆき

夫
お

平
ひら

野
の

　圭
けいいち

一 柴
しば

田
た

　啓
けい

所　属：酒井・柿沼会計事務所
役　職：公認会計士

所　属：武蔵野大学 所　属：アクティヴィ
役　職：代表取締役CEO

所　属：ベンチャーリパブリック
役　職：取締役社長

東
ひがし

　光
みつのぶ

伸 藤
ふじ

井
い

　俊
しゅんいち

一 塚
つかもと

本　幹
みき

雄
お

荒
あらかわ

川　詔
しょう

四
し

所　属：企業統治推進機構
役　職：パートナー

所　属：藤井事務所
役　職：代表取締役

所　属：コマニー
役　職：取締役 会長執行役員

小
お の

野　駿
しゅん

森
もりぐち

口　隆
たかひろ

宏 植
うえむら

村　徹
てつ

石
いしぐろ

黒　徹
とおる

所　属：元・東北新社 所　属：石黒徹法律事務所
役　職：弁護士

※都合により今号のコペンハーゲン通信は休載いたします。

2020.5.18�ご逝去による会員資格の喪失2020.4.21�ご逝去による会員資格の喪失
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「時」は、私の学生時代、日本は戦後復興を遂げ世界へ飛躍

しようとしていた東京オリンピックが開催される直前の1964

年７月。「所」は山梨県清里高原の財団法人キープ協会「清泉

寮」。その創立者ポール・ラッシュ先生は、来日（1925年）以

来、関東大震災復興および戦後復興など、日本のために生涯

貢献された。また、私の恩師であり、義父母のハリウッドグ

ループ創立（1925年）以来の恩人でもある。

この「写真」はポール・ラッシュ先生の提案で清里訪問中の

ドラッカー先生の「早稲田大学産業経済研究会」清泉寮ゼミ

が開催された時のスナップだ。そこで、ドラッカー先生は日

本の将来について、戦後日本の復興を築いた優れた経営者の

次の世代が育っていないのが問題であり、今までのような成

長は期待できないと指摘した。

それに対し、われわれは先達の敗戦の失敗と戦後復興の成

功から多くのことを学び、さらに、先達を乗り越えようとア

メリカの優れた経営と技術を学ぼうとしている。われわれの

時代には、日本企業はアメリカ企業を脅かす時が来るであろ

うと、若気の至りの反論であったが、内心は本気であった。

この清里ゼミのことが、のちに出版（1964年10月）された

『ドラッカー　経営とはなにか』（日本事務能率協会）の序文

に次のように紹介されている。

たまたま、日本アルプスの山頂で出会った一団の若い人々

が語ってくれた。「たしかに日本の若い世代の前途には幾多の

問題があると思いますが、われわれの一番大きな問題は、経

営において、われわれの先達が、過去10年間に築いてきた業

績にはじないよう行動するということでありましょう」とい

う言葉ほど私は感動させられたものはない。

一人の若者の意見にも、真
しん

摯
し

に耳を傾ける偉大なドラッカー

先生の柔軟な思考と人柄に、私もこれほど感動させられたも

のはない。

山中 祥弘
メイ・ウシヤマ学園
ハリウッド大学院大学
教授・学長・理事長

清里でP.F・ドラッカーと論争

左から４人目の男性がドラッカー氏、３人目が筆者

私の
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